
幼児教育・保育の無償化について
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令和元年８月22日（木） ⻄宮市こども⽀援局

別紙２



１．これまでの国の動向
平成26年度〜 幼児教育の段階的無償化を実施

平成29年12月８日 「新しい経済政策パッケージ」（閣議決定）
※幼稚園、保育所、認定こども園の無償化
※平成31年（2019年）４月から５歳児を先⾏実施。
平成32年（2020年）４月から全⾯実施。

平成30年５月31日 「幼稚園、保育所、認定こども園以外の無償化措置の対象範囲等
に関する検討会報告書」（とりまとめ）

平成30年６月15日 「経済財政運営と改革の基本方針2018」（閣議決定）
※平成31年（2019年）10月から全⾯実施をめざす。
※認可外保育施設の利⽤者も無償化の対象となる。

平成30年12月28日 幼児教育・⾼等教育無償化の制度の具体化に向けた方針（閣議決定）
※平成31年（2019年）10月から全⾯実施

令和元年５月17日 ⼦ども・⼦育て⽀援法の⼀部を改正する法律の公布
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２－１．無償化の対象範囲（３〜５歳児）

保
育
の
必
要
性
あ
り※

１

保
育
の
必
要
性
な
し

保育所、地域型保育事業、
認定こども園（２号）

認定こども園（１号）、
新制度幼稚園

従来制度の幼稚園

認可外保育施設
⼀時預かり
病児保育

ﾌｧﾐﾘｰｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ

認定こども園（１号）、
新制度幼稚園

従来制度の幼稚園

無償

無償

月25,700円
まで無償※２

月37,000円
まで無償

無償

月25,700円
まで無償※２

預かり保育 月11,300円
まで無償

預かり保育
認可外

⼀時預かり
病児保育
ファミサポ

通園する幼稚園や認定こ
ども園が

●預かり保育がない
●開園時間が８時間未満
●開所日数が200日未満

のいずれかに該当する場
合は、預かり保育のほか、
認可外保育施設の利⽤料
等も含め、月11,300円
まで無償

又は

※１ 両親ともに就労している世帯などで日中に家庭で保育できない世帯。
保育所に申込していることが要件ではない。

※２ 幼稚園の⼊園料を含む。
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２－２．無償化の対象範囲（０〜２歳児）

保
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必
要
性
あ
り※

１
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住
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税
非
課
税
世
帯

保
育
の
必
要
性
な
し

保育所、地域型保育事業、
認定こども園（３号）

認定こども園（満３歳児）
新制度幼稚園（満３歳児）

従来制度の幼稚園
（満３歳児）

認可外保育施設
⼀時預かり
病児保育

ﾌｧﾐﾘｰｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰ

認定こども園（満３歳児）
新制度幼稚園（満３歳児）

従来制度の幼稚園
（満３歳児）

無償

無償

月25,700円
まで無償※２

月42,000円
まで無償

無償

月25,700円
まで無償※２

預かり保育 月16,300円
まで無償

預かり保育
認可外

⼀時預かり
病児保育
ファミサポ

通園する幼稚園や認定こ
ども園が

●預かり保育がない
●開園時間が８時間未満
●開所日数が200日未満

のいずれかに該当する場
合は、預かり保育のほか、
認可外保育施設の利⽤料
等も含め、月16,300円
まで無償

又は

※１ 両親ともに就労している世帯などで日中に家庭で保育できない世帯。
保育所に申込していることが要件ではない。

※２ 幼稚園の⼊園料を含む。

4



15.45%

35.35%

36.93% 32.34% 30.99% 29.80%

0.16%

（7人）

51.11%
61.12% 64.08%

84.55%

64.65% 62.53%

16.55%
7.89% 6.12%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%
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在家庭等︓9,752人 38.82%

幼稚園等︓7,739人 30.80%

保育所等︓7,633人 30.38%

２－３．平成31年４月現在の就学前の⼦供の居場所と無償化の対象
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①保育所等＝保育所、地域型、認定こども園（２号、３号）の⼊所児童で待機児童を除く
②幼稚園等＝幼稚園、認定こども園（１号）の⼊園児童
③在家庭等＝①、②を除く児童数

０－２歳児︓住⺠税⾮課税世帯
のみ

３－５歳児︓全員対象
※認可外、病児、ファミサポなど
の利⽤料は無償化の対象外

（保育料）
満３歳－５歳児︓全員対象
（預かり保育）
満３歳児 ︓住⺠税⾮課税世帯

＆保育の必要性あり
３－５歳児︓保育の必要性あり
※ほとんどが、認可外、病児、
ファミサポなどの利⽤料は無償化
の対象外

０－２歳児︓住⺠税⾮課税世帯
＆保育の必要性あり

３－５歳児︓保育の必要性あり



３．無償化の認定
• 現在、保育所、認定こども園、地域型保育、新制度の幼稚園に通園する児童は、年齢や保育の必要
性の有無によって、「１号〜３号」の認定を受けている（⼦ども・⼦育て⽀援法第19条）

• 幼児教育無償化に伴い、新たな認定制度が創設される（⼦ども・⼦育て⽀援法第30条の４）

利⽤施設・事業 ⼦ども・⼦育て⽀援新制度の認定 幼児教育無償化の認定

保育の必要性
あり

保育所、地域型保育、
認定こども園（２号、３号） ２号、３号認定 ー

認定こども園（１号）
新制度幼稚園 １号認定 新２号認定（満３歳以上）

従来制度の幼稚園 ー 新２号認定（満３歳以上）

認可外、⼀時預かり、
病児、ファミポ ー 新２号認定（３歳児以上）

新３号認定（３歳児未満）

保育の必要性
なし

認定こども園（１号）
新制度幼稚園 １号認定 ー

従来制度の幼稚園 ー 新１号認定（満３歳以上）
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４．給食費の取扱い

副食費
（おかず） 実費 保育料 保育料

主食費
（ごはん） 実費 実費 保育料

副食費
（おかず） 実費 実費 保育料

主食費
（ごはん） 実費 実費 保育料

現
在

無
償
化
後

年収360万円未満相当の世帯の全ての⼦供及び全所得階層の第３⼦以降については、副食費を免除もしくは補助する。
※第３⼦の考え方
１号認定（幼稚園等）︓⼩学３年⽣までの⼦供で最年⻑の⼦供から３⼈⽬以降
２号認定（保育所等）︓就学前の ⼦供で最年⻑の⼦供から３⼈⽬以降
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幼稚園、
認定こども園（１号）

幼稚園、
認定こども園（１号）

保育所、
認定こども園（２号）

保育所、
認定こども園（２号）

保育所、地域型保育、
認定こども園（３号）

保育所、地域型保育、
認定こども園（３号）


